様式第２号（第５条関係）　
技術伝承事業計画書
【人　材　育　成】
１　申請者の概要
	フリガナ
	
	創業・設立年　月　日
	       平成　　年　　月　　日

	名　  称
	
	
	

	代 表 者
	役職　
氏名　
	業　　種

(日本標準産業分類中分類記載)
	

	所 在 地
	
	資 本 金
	　　　　　　          　　　万円

	
	
	従業員数
	           　　　　　　　　  人

	担 当 者
	役職　
氏名
	電話番号
	

	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	

	主 要 な
生 産 品
	
	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	経営状況
	【第　　期】平成　　年　　月　　日＊直近の財務諸表（貸借対照表・損益計算書）により作成して下さい。

	１売上高
	千円
	２営業利益
	千円
	３当期利益
	千円

	実質的に同一内容事業での補助金等の利用の有無　（実績，申請中及び予定を含む。）

	１ 有り　　２ 無し　（該当するものを○で囲んで下さい。また，有りの場合は，その名称及び利用時期を記入して下さい。）

	補　助　金　等　の　名　称
	利用（予定）期間

	１
	平成　　年　　月　　日

	２
	平成　　年　　月　　日

	３
	平成　　年　　月　　日


２　事業計画の内容
	事業テーマ
	

	現状
	

	課題
	

	事業概要
(課題への対応)
	

	目標等
	


	補助対象期間内のスケジュール

	実　施　項　目
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※適宜，別紙を添付してください。
様式第２号（第５条関係）　
ものづくり技術伝承事業計画書
【人　材　育　成】
１　申請者の概要
	ふりがな
	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬｸﾚｻﾝｷﾞｮｳｼﾝｺｳｾﾝﾀｰ
	創業・設立年　月　日
	       平成１７年４月１日

	名　  称
	株式会社くれ産業振興センター
	
	

	代 表 者
	役職　代表取締役
氏名　呉　太郎
	業　　種

(日本標準産業分類中分類記載)
	E：製造業
24：金属製品製造業

	所 在 地
	７３７－０００４

呉市阿賀南２丁目１０－１
	資 本 金
	　　　　　　        ５０００万円

	
	
	従業員数
	         　　　　　　     ２５人

	担 当 者
	役職　代表取締役
氏名　呉　太郎
	電話番号
	０８２３－７６－３７６６

	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	０８２３－７２－０３３３

	主 要 な
生 産 品
	自動車部品，産業機械部品
	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	http://kuressc.or.jp/
kuressc@kure-city.jp

	経営状況
	【第　　期】平成２６年１２月３１日＊直近の財務諸表（貸借対照表・損益計算書）により作成して下さい。

	１売上高
	５，０００千円
	２営業利益
	３，０００千円
	３当期利益
	１５０千円

	実質的に同一内容事業での補助金等の利用の有無　（実績，申請中及び予定を含む。）

	１ 有り　　２ 無し　（該当するものを○で囲んで下さい。また，有りの場合は，その名称及び利用時期を記入して下さい。）

	補　助　金　等　の　名　称
	利用（予定）期間

	１
	平成　　年　　月　　日

	２
	平成　　年　　月　　日

	３
	平成　　年　　月　　日


２　事業計画の内容
	事業テーマ
	（技術伝承事業の内容を表現するような適切な名称をご記載ください。）


	現状
	（技術伝承を行う技術の現状についてご記載ください。）
◆以下の４項目（現状・課題・事業概要・目標等）について，箇条書きで簡潔にまとめて下さい。
・枠は自由に拡げて記載してください。
・具体的な説明や参考資料を添付する場合は，箇条書きの後に「別添資料参照」と記入して下さい。）

	課題
	（技術伝承を行う技術の現在の課題をご記載ください。）



	事業概要
(課題への対応)
	（上記の課題に対して，外部専門家を招いてどのような技術伝承を実施するのかご記載ください。）

（例）

・社内の技術伝承計画等をご記載。

・外部専門家の略歴等をご記載。

・研修の形式・内容，実技研修の方法等を具体的にご記載。
（参考資料の添付等も可）

	目標等
	（本事業での目標についてご記載ください。）




	補助対象期間内のスケジュール

	実　施　項　目
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	現場協議
	
	
	
	
	
	
	

	外部専門家との協議
	
	
	
	
	
	
	

	外部専門家との契約
	
	
	
	
	
	
	

	外部専門家による

技術伝承実施
	
	
	
	
	
	
	

	実績報告書作成
	
	
	
	
	
	
	


　※適宜，別紙を添付してください。

（外部専門家等と計画された事業計画書等があれば適宜別紙として添付してください。）
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